長泉町告示第３４号

長泉町要配慮避難者等宿泊施設利用補助金交付要綱を次のように定める。

令和３年２月２４日

 eq \o\ad(駿東郡長泉町長,　　　　　　　　　　)　　池　田　　　修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　長泉町要配慮避難者等宿泊施設利用補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、避難勧告等が発令された際に、当該地域に居住する要配慮避難者等が町が指定する宿泊施設を避難所として利用するために要する経費に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、その交付に関しては、長泉町補助金等交付規則（昭和54年長泉町規則第10号）及びこの要綱に定めるところによる。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　避難勧告等　内閣府が策定した避難勧告等に関するガイドラインに規定する警戒レベル３（避難準備・高齢者等避難開始）、警戒レベル４（避難勧告又は避難指示（緊急））及び警戒レベル５（災害発生情報）をいう。
　⑵　要配慮避難者等　避難勧告等が発令された時点において、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定により本町の住民基本台帳に記録されており、かつ、当該避難勧告等が発令された地域に居住していたもののうち次のいずれかに該当する者（以下「要配慮避難者」という。）及び当該要配慮避難者を介助するために付き添う者（要配慮避難者１人につき１人までに限る。以下「介助者」という。）をいう。
　　ア　介護保険法（平成９年法律第 123号）第19条第１項に規定する要介護認定において、要介護３、要介護４又は要介護５の認定を受けている者

イ　75歳以上の者
ウ　身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳１級、２級又は３級の交付を受けている者
エ　静岡県療育手帳交付規則（平成12年静岡県規則第89号）第５条第１項の規定による療育手帳の交付を受けている者（同規則第６条の規定による障害の程度がＡの者に限る。）
オ　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第54条第１項の規定による自立支援医療（障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第36条第
３号に規定する精神通院医療に限る。）の支給認定を受けている者

カ　難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）第７条第４項の規定による特定医療の医療受給者証の交付を受けている者
キ　母子保健法（昭和40年法律第 141号）第６条第１項に規定する妊産婦
ク　１歳未満の者
ケ　その他町長が特に必要と認める者
（補助対象経費等）

第３条　補助対象経費は、要配慮避難者等が町長が別に定める町内及び近隣市町の宿泊施設に宿泊するために要した経費（宿泊施設が提供した食事に要した経費を含む。以下「
宿泊経費」という。）及び宿泊施設との移動に要した公共交通機関（タクシーを含む。以下同じ。）の利用料金（以下「移動経費」という。）とする。

２　補助金の額は、宿泊経費及び移動経費それぞれの２分の１以内の額（その額に 100円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を上限とする。
⑴　宿泊経費　要配慮避難者等１人につき１泊２日当たり 3,000円
⑵　移動経費　要配慮避難者等１人当たり１回の避難につき 1,000円（ただし、複数の要配慮避難者等がタクシー等を利用しまとまって移動する場合で、要配慮避難者等１人当たりの移動経費が明確でない場合は、当該複数の要配慮避難者等の１回の避難につき 1,000円を上限とする。）
（補助金の申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、長泉町要配慮避難者等宿泊施設利用補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、宿泊施設を利用した最後の日から起算して30日以内又は宿泊施設を利用した最後の日の属する年度の３月31日のうちいずれか早い日までに、町長に提出しなければならない。

⑴　宿泊施設が発行した領収書の写し
⑵　公共交通機関が発行した領収書の写し（宿泊施設との移動に公共交通機関を利用した場合に限る。）
⑶　要配慮避難者であることを証する書類の写し
⑷　委任状（様式第２号。１つの申請において補助金の交付を受けるべき要配慮避難者等が２人以上いる場合に限る。）
⑸　その他町長が必要と認める書類
（交付の決定）

第５条　町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、長泉町要配慮避難者等宿泊施設利用補助金交付決定（却下）通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第６条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該交付決定の通知書を受領した日から起算して10日以内に長泉町要配慮避難者等宿泊施設利用補助金請求書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。

（交付決定の取消し）

第７条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。

⑴　虚偽その他不正な行為により補助金の交付の決定を受けたとき。
⑵　その他町長が不適当と認める事由が生じたとき。
（補助金の返還）

第８条　町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合には、既に交付した金額の全部又は一部を返還させることができる。

（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

この告示は、令和３年４月１日から施行する。
